
串間市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

歳出額 実質収支 人件費 人件費率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成２９年度 18,904人 12,114,437千円 302,857千円 2,132,928千円 17.6% 17.0%

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　Ｂ

平成２９年度 244人 874,640千円 172,925千円 336,606千円 1,384,171千円 5,673千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費には、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

　　　　当該職員を含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一基準で比較するため、

　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類型団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した

　　　　ものである。
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（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域

　　　手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し

【　実施　未実施　】

　実施内容

②地域手当の見直し

　実施内容

③その他の見直し内容

　実施内容

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。初任給に係る号級等
　　　については据置。高齢層については、最大４％引き下げ。激変緩和のため、経過措置（現給保障）を実
　　　施し、平成３０年３月３１日をもって現給保障を終了した。
　　　　他の給料表についても、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

制度なし

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
管理職員特別勤務手当について、国と同様の制度を制定。（平成２７年４月１日実施）



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

　　①一般行政職

39.8歳 302,300円 345,108円 329,299円

43.4歳 320,853円 388,120円 347,595円

43.5歳 329,845円 - 410,940円

42.3歳 315,422円 365,207円 340,148円

　　②税務職

40.4歳 310,300円 387,533円 337,613円

- - - -

43.0歳 360,745円 - 437,777円

38.2歳 288,101円 359,422円 306,948円

　　③福祉職

32.7歳 286,300円 353,640円 318,640円

- - - -

42.7歳 330,251円 - 382,816円

38.6歳 276,308円 301,125円 286,541円

　　④消防職

35.8歳 284,400円 330,882円 317,200円

- - - -

- - - -

36.1歳 280,198円 340,363円 305,548円

　　⑤看護・保健職

38.3歳 272,500円 304,773円 287,409円

- - - -

47.2歳 315,014円 - 350,632円

41.3歳 309,812円 358,348円 322,464円

(注)１．｢平均給料月額｣とは、平成30年4月1日現在における職員の基本給の平均である。
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　　２．｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
　　　るものである。
　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等
　　　を除いたもの）で算定している。
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（２）職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

串間市 宮崎県 国

大学卒 180,700円 180,700円 180,700円

高校卒 148,600円 148,600円 148,600円

大学卒 180,700円 - -

高校卒 148,600円 - -

大学卒 180,700円 - -

高校卒 148,600円 - -

大学卒 180,700円 - -

高校卒 148,600円 - -

大学卒 180,700円 - -

高校卒 148,600円 - -

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

大学卒 253,800円 341,100円 364,600円 375,900円

高校卒 214,700円 289,000円 341,100円 364,600円

区分
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３　一般行政職の級別職員等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成30年４月１日現在）

区分 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 18人 9.3% 144,100円 247,600円

２級 19人 9.8% 194,000円 304,200円

３級 56人 28.9% 230,000円 350,000円

４級 54人 27.8% 263,000円 381,000円

５級 30人 15.5% 288,900円 393,000円

６級 17人 8.8% 319,200円 410,200円

（注）１串間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２標準的な職務内容とは、それぞれの給に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

串間市平成29年4月２日から平成30年４月１
日までにおける適用

国
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主事・技師

主事・技師

主任主事・主任技師

係長・主査

課長補佐

課　長
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４　職員手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

1,380千円 1,643千円

（平成２９年度支給割合） （平成２９年度支給割合） （平成２９年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月 1.80月 2.60月 1.80月 2.60月 1.80月

（1.45月分） （0.85月分） （1.45月分） （0.85月分） （1.45月分） （0.85月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置 よる加算措置

・役職加算　　　7％～10％ ・役職加算　　　5％～20％ ・役職加算　　　5％～20％

・管理職加算　　10％～25％ ・管理職加算　　10％～25％

（注）（）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

　　勤勉手当への勤務成績の反映状況

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

（２）退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分

最高限度額 ４７，７０９月分 ４７．７０９月分 最高限度額 ４７，７０９月分 ４７．７０９月分

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置） その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）

退職時 ２％～２０％加算 退職時 ３％～４５％加算

１人当たり

平均支給額 18,986千円 21,498千円

※退職手当１人当たり平均支給額は、平成２９年度に退職した職員に支給された平均額である。

串間市

ロ　人事評価を実施していない

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

国

１人あたりの平均支給額（平成２９年度）
―

串間市 国

串間市 宮崎県

１人あたりの平均支給額（平成２９年度）

国

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分
も適用

平成30年度中における運用



（３）特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

特殊勤務

手当

（２９年度）

（注）割合・支払年額については、普通会計分で企業会計分は除いたものです。

（４）時間外勤務手当

２９年度 支給総額 50,837千円

時間外 １人当たり支給年額 208千円

勤務手当 ２８年度 支給総額 41,144千円

１人当たり支給年額 171千円

全職種

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額

13.93%

区                 分

消防業務

支給実績 2,671千円

代表的な手当の
名称

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給額の多い手当

されている手当

多くの職員に支給

消防業務（夜間特殊業務・救急業務）

3

78,553円



（５）その他の手当（平成３０年４月１日現在）

手
当
名

国の制度と
の異同

国の制度と異な
る内容

支給実績
（平成29年度）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成29年度）

配偶者 6,500円

子 10,000円

配偶者以外 6,500円

満16歳の年度初めから満22歳の 千円

年度末までの子１人につき 33,596 264,535円

5,000円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員（最高） 千円

11,000円 24,774 305,852円

月額23,000円を超える場合（最高）

27,000円

交通機関利用者限度額 55,000円

交通用具利用

　２㎞～　５㎞ 2,000円

　５㎞～１０㎞ 4,200円

１０㎞～１５㎞ 7,100円

１５㎞～２０㎞ 10,000円

２０㎞～２５㎞ 12,900円 千円

２５㎞～３０㎞ 15,800円 7,289 73,626円

３０㎞～３５㎞ 18,700円

３５㎞～４０㎞ 21,600円

４０㎞～４５㎞ 24,400円

４５㎞～５０㎞ 26,200円

５０㎞～５５㎞ 28,000円

５５㎞～６０㎞ 29,800円

６０㎞以上 31,600円

千円

課長級 42,000円

対策監・指導監 32,000円 11,748 419,571円

支所長・出先の長など 16,000円

千円

8,243 257,594円

千円

1,176 392,000円

千円

1,236 39,871円

単
身
赴
任
手
当

公署を異にする異動又は在勤する公
署の移転に伴い、住居を移転し、同居
していた配偶者と別居することになった
職員に支給（月額30,000円+距離加
算）

同じ ―

夜
間
勤
務
手
当

午後10時から翌日午前５時までの監に
勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
25/100

同じ ―

休
日
勤
務
手
当

同じ ―

休日法による休日及び年末年始の休
日に勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
135/100～160/100

―

管
理
職
手
当

同じ ―

通
勤
手
当

同じ

内容及び支給単価

扶
養
手
当

同じ ―

住
居
手
当

同じ ―



５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）

市長 741,000円 985,000円 ／ 635,000円

副市長 594,000円 790,000円 ／ 450,000円

議長 365,000円 500,000円 ／ 304,000円

副議長 322,000円 450,000円 ／ 264,000円

議員 310,000円 420,000円 ／ 249,000円

市長 （平成２９年度支給割合）

副市長 3.30月分

議長 （平成２９年度支給割合）

副議長 3.30月分

議員

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市長 　741,000円×48月×0.5 17,784,000円 任期毎

副市長 　594,000円×48月×0.3 8,553,600円 任期毎

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

退
職
手
当

給
料

区分 給与月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

報
酬

期
末
手
当



６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

   区分

部門 平成29年 平成30年

議会 5 5

総務 64 68 4 育児休業等

税務 15 15

農水 28 28

商工 9 9

土木 20 19 ▲ 1

民生 37 29 ▲ 8 保育所民営化

衛生 11 12 1

小計 189 185 ▲ 4 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                98.84人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　73.57人）

教育 18 18 指定管理者制度移行に伴うもの

消防 34 34

小計 241 237 ▲ 4 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                126.62人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　97.21人）

公 病院 99 102 3 看護師の増

営 水道 7 7

企 その他 28 28

業 小計 134 137 3

等

375 374 ▲ 1 〈参考〉

［411］ ［411］ 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　199.81人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　［　　］内は、条例定数の合計である。

職     員     数 対前年
増減数

主な増減理由

普
通
会
計
部
門

合        計



（２）年齢別職員構成の状況

（３）職員数の推移

年度

部門別

187 178 184 183 189 185 ▲ 2 (▲ 1.1%)

21 21 20 19 18 18 ▲ 3 (▲ 14.3%)

34 35 34 34 34 34

242 234 238 236 241 237 ▲ 5 (▲ 2.1%)

130 136 131 130 134 137 7 (5.4%)

372 370 369 366 375 374 2 (0.5%)

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

過去５年間の
増減数（率）

30年29年28年２７年

一般行政職

２６年２５年

教育

消防

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

区分
20歳未
満

20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

60歳以
上

職員数 3人 10人 34人 44人 57人 62人 59人 32人 28人 20人 19人 6人



７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

①職員給与費の状況

　ア　決算

総費用 純損益又は 職員給与費

実質収支

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成２９年度 330,235千円 66,364千円 28,602千円 8.7% 8.0%

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　Ｂ

平成２９年度 6人 20,574千円 4,091千円 7,893千円 32,558千円 5,426千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、平成３０年３月３１日現在の人数です。

　イ　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収の状況（平成３０年４月１日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

串間市 35.3歳 303,333円 452,194円

団体平均 44.2歳 341,066円 511,425円

（注）平均月収額には、期末勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

1,316千円 1,505千円

（平成２９年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60月 1.80月

（1.45月分） （0.85月分）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置

・役職加算　　　7％～10％

（注）（）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

（参考）
28年度の総費
用に占める職
員給与費比率

区分
職員数

Ａ
一人当たりの給与費

（Ｂ／Ａ）

給与費

総費用に占め
る職員給与費

比率

串間市 水道事業（団体平均）

１人あたりの平均支給額（平成２９年度） １人あたりの平均支給額（平成２９年度）

区分



（２）退職手当（平成30年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 勤続２０年 -  月分 -  月分

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 勤続２５年 -  月分 -  月分

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 勤続３５年 -  月分 -  月分

最高限度額 ４７，７０９月分 ４７．７０９月分 最高限度額 -  月分 -  月分

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置） その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）

退職時 ２％～２０％加算 退職時

１人当たり １人当たり

平均支給額 - 千円 - 千円 平均支給額

（３）時間外勤務手当

２９年度 支給総額 1,221千円

時間外 １人当たり支給年額 204千円

勤務手当 ２８年度 支給総額 1,022千円

１人当たり支給年額 170千円

串間市 水道事業（市町村団体平均）



（４）その他の手当（平成３０年４月１日現在）

手
当
名

国の制度と
の異同

国の制度と異な
る内容

支給実績
（平成29年

度）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成29年度）

配偶者 6,500円

子 10,000円

配偶者以外 6,500円

満16歳の年度初めから満22歳の 千円

年度末までの子１人につき 1,266 316,500円

5,000円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員（最高） 千円

11,000円 810 270,000円

月額23,000円を超える場合（最高）

27,000円

交通機関利用者限度額 55,000円

交通用具利用

　２㎞～　５㎞ 2,000円

　５㎞～１０㎞ 4,200円

１０㎞～１５㎞ 7,100円

１５㎞～２０㎞ 10,000円

２０㎞～２５㎞ 12,900円 千円

２５㎞～３０㎞ 15,800円 290 96,667円

３０㎞～３５㎞ 18,700円

３５㎞～４０㎞ 21,600円

４０㎞～４５㎞ 24,400円

４５㎞～５０㎞ 26,200円

５０㎞～５５㎞ 28,000円

５５㎞～６０㎞ 29,800円

６０㎞以上 31,600円

千円

課長級 42,000円 504 504,000円

内容及び支給単価

扶
養
手
当

同じ ―

住
居
手
当

同じ ―

―

管
理
職
手
当

同じ ―

通
勤
手
当

同じ



（２）病院事業

①職員給与費の状況

　ア　決算

総費用 純損益又は 職員給与費

実質収支

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成２９年度 1,965,467千円 -321,345千円 881,529千円 44.9% 44.0%

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　Ｂ

平成２９年度 95人 379,392千円 180,776千円 107,913千円 668,081千円 7,032千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、平成29年４月１日現在の人数です。

　イ　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収の状況（平成３０年４月１日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

串間市 42.0歳 392,558円 586,036円

団体平均 40.5歳 325,529円 570,270円

（注）平均月収額には、期末勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

1,136千円 1,402千円

（平成29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60月 1.80月

（1.45月分） （0.80月分）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置

・役職加算　　　7％～10％

（注）（）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

区分

総費用に占め
る職員給与費

比率

（参考）
28年度の総費
用に占める職
員給与費比率

区分
職員数

Ａ

給与費
一人当たりの給与費

（Ｂ／Ａ）

串間市 病院事業（団体平均）

１人あたりの平均支給額（平成29年度） １人あたりの平均支給額（平成29年度）



（２）退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 勤続２０年 -  月分 -  月分

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 勤続２５年 -  月分 -  月分

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 勤続３５年 -  月分 -  月分

最高限度額 ４７，７０９月分 ４７．７０９月分 最高限度額 -  月分 -  月分

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置） その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）

退職時 ２％～２０％加算 退職時

１人当たり １人当たり

平均支給額 4,130千円 - 千円 平均支給額

（３）特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

特殊勤務

手当

（２９年度）

（４）時間外勤務手当

２９年度 支給総額 49,080千円

時間外 １人当たり支給年額 517千円

勤務手当 ２８年度 支給総額 33,692千円

１人当たり支給年額 358千円

串間市 病院事業（市町村団体平均）

区                 分 病院事業

支給実績 82,099千円

職員全体に占める手当支給職員の割合 92.63%

支給職員１人当たり平均支給年額 864,200円

手当の種類（手当数） 20

代表的な手当の
名称

支給額の多い手当

多くの職員に支給
夜間看護手当

されている手当

医師手当



（５）その他の手当（平成３０年４月１日現在）

手
当
名

国の制度と
の異同

国の制度と異な
る内容

支給実績
（平成29年

度）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成29年度）

配偶者 6,500円

子 10,000円

配偶者以外 6,500円

満16歳の年度初めから満22歳の 千円

年度末までの子１人につき 13,167 138,600円

5,000円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員（最高） 千円

11,000円 6,569 69,147円

月額23,000円を超える場合（最高）

27,000円

交通機関利用者限度額 55,000円

交通用具利用

　２㎞～　５㎞ 2,000円

　５㎞～１０㎞ 4,200円

１０㎞～１５㎞ 7,100円

１５㎞～２０㎞ 10,000円

２０㎞～２５㎞ 12,900円 千円

２５㎞～３０㎞ 15,800円 5,803 61,084円

３０㎞～３５㎞ 18,700円

３５㎞～４０㎞ 21,600円

４０㎞～４５㎞ 24,400円

４５㎞～５０㎞ 26,200円

５０㎞～５５㎞ 28,000円

５５㎞～６０㎞ 29,800円

６０㎞以上 31,600円

千円

課長級 42,000円 1,008 10,611円

内容及び支給単価

扶
養
手
当

同じ ―

住
居
手
当

同じ ―

通
勤
手
当

同じ ―

管
理
職
手
当

同じ ―


